
グローカル丹波２０２５推進事業 

「たんばフィールドパビリオンファムツアー及びセミナー」運営業務 仕様書 

 

１ 業務の目的 

2025年大阪・関西万博を機に、兵庫県では、県全体をパビリオンに見立て、SDGsを体現する活動

の現場そのもの（フィールドパビリオン）を発信し、現地に訪れ、見て、学び、体験するプログラム

「ひょうごフィールドパビリオン」（以下「ＦＰ」という。）を展開している。 

本業務では、旅行事業者が丹波地域（丹波篠山市・丹波市）のＦＰを巡り体験するファムツアー

に参加することにより、新たな体験型ツアーの商品造成につなげるとともに、ファムツアー参加を

ふまえた意見のフィードバックを含めたセミナーを開催することで、ＦＰコンテンツのさらなる磨

き上げを行うことを目的とする。 

※ひょうごフィールドパビリオンとは：https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/ 

 

２ 業務の期間 

  委託契約締結の日から令和７年３月31日まで 

 

３ 業務の内容 

（１） ファムツアーの企画・運営 

① 実施期間･回数 

・１泊２日のツアーを１回実施すること。 

② 参加対象者 

・以下の者を招請すること。なお、参加者からのツアー参加料は徴収しない。 

（ア） 旅行事業者 ５名 

・地域の観光資源を活用した、着地型旅行など地域に密着した商品を取り扱う事業   

者の商品造成担当者とする。なお、教育旅行商品を取り扱う担当者も必ず含めるも 

のとする。 

・大阪・関西万博の来場者を誘客のターゲットとしているため、関西に拠点があり 

丹波地域についてある程度見識のある事業者が望ましい。 

※着地型旅行商品とは：観光地の生活や風習、住民とのふれあい、交流、体験など、 

その地域ならではの感性を活かした旅行商品のこと。 

③ 行程 

・１日あたり２～３件のＦＰを体験できる行程を組み、事前に県と協議の上、決定すること。 

・スケジュールに応じてＦＰ以外を含むことは可とするが、その際は県と協議すること。 

・ツアー発着場所は丹波地域のＪＲ主要駅とし、ツアー発着場所までの交通費も本業務費に

含めるものとする。 

※丹波地域のＦＰは以下を参照すること。 

https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/program/?a%5B%5D=4&q= 

④ 移動手段 

・移動は、貸切車（貸切バス、ジャンボタクシー等）を利用すること。 

 



⑤ 訪問先、宿泊、飲食の手配・予約 

・訪問先、宿泊先との調整の上、予約を行い、宿泊料は本業務費に含むものとする。 

⑥ アンケート 

・参加者を対象としたアンケートを作成すること。 

・アンケートの翻訳、実施、集計、分析、報告をすること。 

⑦ 参加者の安全確保 

・訪問先との事前打ち合わせや現地確認を行い、プログラムの内容、活動の場所、ルートの

安全対策を確認するなど、参加者及び関係者の安全確保に対応すること。 

・参加者へ食物アレルギーの事前調査を行うなど、食の安全確保に対応すること。 

⑧ 実績報告 

・ファムツアー終了後に、参加者の体験談や、参加者による写真等を交えたツアーレポート

を含む実績報告書を作成すること。報告書には、効果的なＦＰ誘客に向けた今後の展開等を

含めること。様式は任意とする。 

・作成した報告書をもとに下記（２）セミナーでのフィードバックを実施することとする。 

⑨ その他 

・同行する県職員により、ファムツアーの記録として写真の撮影をするので、予め参加者の

承諾を得ること。なお、写真は県ウェブサイト等に使用する可能性がある。 

（２） セミナーの企画・運営 

  ファムツアー参加者によるフィードバックや意見交換を行うセミナーを実施すること。 

① 実施日・回数・会場 

・ファムツアー終了後に１回実施すること。 

・時間は２時間で、会場は丹波地域内（丹波の森公苑多目的ルーム等）を想定。 

② 参加対象者 

・ＦＰコンテンツ提供者、関係機関、ファムツアー参加者 

③ 内容 

（ア） フィードバックの発表 

・作成した報告書をもとにファムツアー参加者によるフィードバックを発表するこ

と。 

（イ） 意見交換会 

・ファムツアー参加者を交えた意見交換を実施すること。 

④ その他 

・ファムツアー参加者への呼びかけを行うこと。原則現地出席とするが、困難な場合はオン

ライン出席でも可とする。 

・ＦＰコンテンツ提供者や関係機関への案内、出席者のとりまとめ、会場設営は県も協力す

ることとする。 

・セミナーの時間や内容は、目的に応じ、より効果が見込まれる場合は適宜変更することも

可とする。その際は県と協議の上、決定すること。 

 

 

 



４ 業務実施体制 

  受託者は、本業務について次のとおり取り組むこと。 

  ・本業務の実施責任者を配置すること。 

  ・本業務に関する実施体制を示す実施体制表を作成し、県に報告すること。 

  ・スタッフの配置、連絡体制等を明確にしておくこと。 

  ・催行にあたっては、訪問先やメニュー等、ファムツアー内容に精通したスタッフを乗車させ、適 

宜ファムツアー参加者への説明等を行うこと。 

  ・参加者等からのクレームについては、誠意ある対応をとり、その対応の経過を速やかに県に報告   

すること。 

  ・本業務を行うにあたり第三者に損害を生じさせた場合、その賠償の責任を負わなければならな 

い。 

 

５ 支払条件等 

  ・対象経費は業務の実施に必要な全ての経費を含むこと。 

  〔別表１を参照し、不明な経費は随時県へ相談しながら業務を遂行すること〕 

  ・委託料の支払いは原則精算払いとし、業務終了後に提出される実績報告書に基づき、契約書に適 

合しているかを確認した後に支払う。なお、業務の遂行上必要と認められる場合は、前金払いを行 

うことができる。 

・業務完了後、委託料を精算し、余剰金が生じた場合は返還する。 

 

６ 業務の適正な実施に関する事項 

（１） 関係法令の遵守 

受託者は、本業務を行うにあたり、旅行業法（昭和 27年法律第 239 号）、道路運送法（昭和 26  

年法律第 183 号）等の関係する法律を遵守すること。 

（２） 個人情報保護 

受託者又は受託者から再委託を受けた者が業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合は、 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に基づき、その取扱に十分留意し、漏 

洩、滅失及び毀損の防止その他個人情報の保護に努めること。 

（３） 守秘義務 

受託者又は受託者から再委託を受けた者は、委託業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を 

他に漏らし、又は自己の利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様と  

する。 

（４） 暴力団の不当介入における通報等 

① 受託者は、契約の履行にあたって、暴力団関係者等から事実関係及び社会通念等に照らして合  

理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受 

けたときは、警察に通報しなければならない。なお、通報がない場合は入札参加資格を停止する 

ことがある。 

② 受託者は、暴力団等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に業務を完了することが 

できないときは、県に履行期間の延長変更を請求することができる。 

 



７ 業務上の留意点 

（１） 本業務の受託者は、業務の委託契約の締結後遅滞なく、受託者が提案した企画提案書をもとに、 

実施する業務の詳細について県と協議の上、業務計画書を作成し、業務開始時までに県に提出す 

ること。 

（２） 受託者は、やむを得ない事情により、業務を実施することが困難となったときには、遅滞なく 

その旨を県に連絡し、その指示に従うこと。 

（３） 受託者は、本業務の全部又は主体的部分（総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分）を  

一括して第三者に委任し、又は請け負わせること（以下「再委託」という。）はできない。 

また、本業務の一部を再委託してはならないが、あらかじめ再委託先の相手方の住所、氏名及 

び再委託を行う業務の範囲等を記載した再委託の必要性がわかる書面を県に提出し、県の書面に 

よる承認を得た場合は、県が承認した範囲の業務を第三者（以下、「承認を得た第三者」という。） 

に再委託することができる。 

なお、再委託する場合は、再委託した業務に伴う承認を得た第三者の行為について、受託者は  

県に対して全ての責任を負うものとする。 

（４） この業務で得られた著作物等の成果等については、県に帰属するものとする。 

（５） 受託者は、業務の実施に関してこの仕様書に記載の無い事項又は業務の範囲の実施に関して疑 

義が生じた場合は、県と協議し、その指示に従うこと。 

 

別表１（対象経費） 

項 目 内 容 

企画調整費 業務の企画調整にかかる経費 

人件費 当事業運営にかかるスタッフの報酬・共済費 等 

謝 金 
業務実施に必要な講師等に対する謝金等 

(上限 6,100 円/時で県の規定に準じる。特別な事情がある場合は別途相談) 

旅 費 

宿泊料 

業務実施に必要な講師等への旅費、当事業運営スタッフの業務実施にかかる旅費 

参加者のツアー発着場所までにかかる旅費 

当事業運営スタッフ及び参加者の宿泊料 

(兵庫県職員等の旅費に関する条例（昭和 35年兵庫県条例第 44号）の規定に準じる) 

体験料 ＦＰコンテンツの体験にかかる経費（体験に飲食を伴う場合も体験料に含むものとする） 

役務費 郵便料、連絡通信費 等 

使用料 会場使用料、備品使用料 等 

需用費 業務実施に必要な消耗品費、印刷製本費等 

その他 その他業務の実施に伴う経費として委託者が必要と認めた経費 

※飲食費(弁当・茶菓等)、備品購入費、受託者の経常的な運営にかかる経費は対象外とする。 

 


